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周防大島町告示第66号 

 平成29年第１回周防大島町議会臨時会を次のとおり招集する 

    平成29年５月29日 

                              周防大島町長 椎木  巧 

１ 期 日  平成29年６月５日 

２ 場 所  大島庁舎議場 

────────────────────────────── 

○開会日に応招した議員 

藤本 淨孝君          新田 健介君 

吉村  忍君          砂田 雅一君 

田中 豊文君          吉田 芳春君 

平野 和生君          松井 岑雄君 

尾元  武君          新山 玄雄君 

中本 博明君          久保 雅己君 

小田 貞利君          荒川 政義君 

───────────────────────────── 

○応招しなかった議員 

 

────────────────────────────── 
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─────────────────────────────────────────── 

平成29年 第１回（臨時）周 防 大 島 町 議 会 会 議 録（第１日） 

                             平成29年６月５日（月曜日） 

─────────────────────────────────────────── 

議事日程（第１号） 

                         平成29年６月５日 午前９時30分開会 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定 

 日程第３ 議案説明並びに病院事業管理者の選任に関する報告 

 日程第４ 報告第１号 平成２８年度周防大島町繰越明許費繰越額の報告について 

 日程第５ 報告第２号 平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計予算の繰越の報告につい

て 

 日程第６ 議案第１号 専決処分の承認を求めることについて（周防大島町税条例の一部改 

正） 

 日程第７ 議案第２号 専決処分の承認を求めることについて（周防大島町固定資産税の課税

免除に関する条例の一部改正） 

 日程第８ 議案第３号 専決処分の承認を求めることについて（周防大島町国民健康保険税条

例の一部改正） 

 日程第９ 議案第４号 平成２９年度東和総合支所・教育庁舎建築工事の請負契約の締結につ

いて 

 日程第10 議案第５号 平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路施設整備工事第１工区の

請負契約の締結について 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定 

 日程第３ 議案説明並びに病院事業管理者の選任に関する報告 

 日程第４ 報告第１号 平成２８年度周防大島町繰越明許費繰越額の報告について 

 日程第５ 報告第２号 平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計予算の繰越の報告につい

て 

 日程第６ 議案第１号 専決処分の承認を求めることについて（周防大島町税条例の一部改 

正） 
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 日程第７ 議案第２号 専決処分の承認を求めることについて（周防大島町固定資産税の課税

免除に関する条例の一部改正） 

 日程第８ 議案第３号 専決処分の承認を求めることについて（周防大島町国民健康保険税条

例の一部改正） 

 日程第９ 議案第４号 平成２９年度東和総合支所・教育庁舎建築工事の請負契約の締結につ

いて 

 日程第10 議案第５号 平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路施設整備工事第１工区の

請負契約の締結について 

────────────────────────────── 

出席議員（14名） 

１番 藤本 淨孝君       ２番 新田 健介君 

３番 吉村  忍君       ４番 砂田 雅一君 

５番 田中 豊文君       ６番 吉田 芳春君 

７番 平野 和生君       ８番 松井 岑雄君 

９番 尾元  武君       10番 新山 玄雄君 

11番 中本 博明君       12番 久保 雅己君 

13番 小田 貞利君       14番 荒川 政義君 

────────────────────────────── 

欠席議員（なし） 

────────────────────────────── 

欠  員（なし） 

────────────────────────────── 

事務局出席職員職氏名 

事務局長 舛本 公治君     議事課長 大川  博君 

書  記 池永祐美子君                 

────────────────────────────── 

説明のため出席した者の職氏名 

町長 …………………… 椎木  巧君   副町長 ………………… 岡村 春雄君 

教育長 ………………… 西川 敏之君   病院事業管理者 ……… 石原 得博君 

総務部長 ……………… 中村 満男君   産業建設部長 ………… 池元 恭司君 

健康福祉部長 ………… 平田 勝宏君   環境生活部長 ………… 佐々木義光君 

久賀総合支所長 ……… 藤井 正治君   大島総合支所長 ……… 古崎 敏雄君 
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東和総合支所長 ……… 山﨑  実君   橘総合支所長 ………… 林  輝昭君 

会計管理者兼会計課長 ……………………………………………………… 木村 秀俊君 

教育次長 ……………… 永田 広幸君   病院事業局総務部長 … 村岡 宏章君 

総務課長 ……………… 岡本 義雄君   財政課長 ……………… 重冨 孝雄君 

────────────────────────────── 

午前９時30分開会 

○議長（荒川 政義君）  改めて、おはようございます。 

 ただいまから平成２９年第１回周防大島町議会臨時会を開会をいたします。 

 直ちに、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配布してあるとおりです。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．会議録署名議員の指名 

○議長（荒川 政義君）  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本臨時会の署名議員は会議規則第１２７条の規定により７番、平野和生議員、８番、松井岑雄

議員を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２．会期の決定 

○議長（荒川 政義君）  日程第２、会期の決定についてを議題とします。 

 お諮りします。本臨時会の会期は先ほど開会されました議会運営委員会において、協議の結果、

本日１日限りとしたいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、本日１日限りとすることに決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第３．議案説明並びに病院事業管理者の選任に関する報告 

○議長（荒川 政義君）  日程第３、議案説明並びに病院事業管理者の選任に関する報告に入りま

す。 

 町長より議案説明並びに病院事業管理者の選任に関する報告についての説明を求めます。椎木

町長。 

○町長（椎木  巧君）  おはようございます。 

 本日は、専決処分の承認及び工事請負契約の締結について御審議をいただくため、平成２９年

第１回周防大島町議会臨時会を招集いたしましたところ、大変議員の皆様方におかれましては、

御多忙の折にもかかわりませず御参集を賜り、厚く御礼を申し上げます。 



- 5 - 

 それでは、提案理由の説明を申し上げます。 

 本日提案いたしております案件は、報告２件、専決処分の承認を求めることについて３件、工

事請負契約の締結について２件であります。 

 報告第１号は、平成２８年度繰越明許費繰越額について、繰越明許費繰越計算書の調製をいた

しましたので、これを報告するものであります。 

 報告第２号は、平成２８年度公営企業局企業会計予算の繰越につきまして、これを報告するも

のであります。 

 議案第１号から議案第３号は、条例の改正に関する専決処分について、議会の承認をお願いす

るものであります。 

 議案第１号は、周防大島町税条例の一部改正について、地方税法等の一部改正に伴い、専決処

分を行いましたので、これを報告し、承認を求めるものであります。 

 議案第２号は、周防大島町固定資産税の課税免除に関する条例の一部改正について、過疎地域

自立促進特別措置法等の一部改正に伴い、専決処分を行いましたので、これを報告し、議会の承

認をお願いするものであります。 

 議案第３号、周防大島町国民健康保険税条例の一部改正につきましても、地方税法の一部を改

正する法律等が３月３１日に公布されましたことに伴うものでありまして、専決処分書のとおり

処理いたしましたので、議会の承認をお願いするものであります。 

 議案第４号は、平成２９年度東和総合支所・教育庁舎建築工事につきまして、大字外入の白木

産業株式会社と工事請負契約を締結することについて、議会の御議決をお願いするものでありま

す。 

 議案第５号は、平成２９年度久賀・大島処理区、これ三蒲でございますが、管路施設整備工事

第一工区につきまして、大字森の有限会社木村建設と工事請負契約を締結することにつきまして、

議会の御議決をお願いするものであります。 

 以上、議案の概要につきまして、御説明を申し上げましたが、詳しくは提案の都度、私なり、

関係参与が御説明いたしますので、何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますよう、よろし

くお願い申し上げます。 

 なお、この機会に病院事業管理者の選任につきまして、御報告を申し上げます。 

 本年５月３１日をもって任期満了となりました病院事業管理者の石原得博氏を地方公営企業法

第７条の２の規定に基づきまして、６月１日付で再任をいたしましたので御報告をいたします。 

 これまでの間、町立の３病院をはじめ、２つの介護老人保健施設、大島看護専門学校、訪問看

護ステーション、４つの居宅介護支援事業所の運営を２期８年間、管理者としてその重責を務め

てこられました。 
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 とりわけ全国的にも医師の確保が厳しい状況が続く中、山口大学医学部教授並びに山口大学大

学院医学系研究科教授などの御経験を生かされ、まことに厳しい町立病院の運営や、また、医師

の確保に御尽力をいただいているところであります。 

 今後ますます地域医療を取り巻く環境が厳しくなることが予想される中、山口大学医学部長と

しての御経験もありまして、また、現在も山口大学医学部の名誉教授でもあるという、そのよう

な御経験豊富な石原氏が最適任であると判断し、引き続き病院事業管理者として周防大島町の医

療・介護・福祉に御尽力をいただきたいと再度お願いをしたものでございます。 

 なお、任期は平成２９年６月１日から平成３３年５月３１日までの４年間でございます。 

 議員各位におかれましては、御理解と御協力をよろしくお願い申し上げます。 

 以上、病院事業管理者の選任について御報告を申し上げ、提案理由の説明を終わります。 

○議長（荒川 政義君）  ここで、選任された病院事業管理者から挨拶をいただきます。石原病院

事業管理者。 

○病院事業管理者（石原 得博君）  このたび椎木巧町長から引き続き周防大島町病院事業局管理

者に任命されました石原得博です。 

 大変な重責で身の引き締まる思いです。地域医療には依然として厳しい時代ですが、周防大島

町では３病院、東和、橘、大島病院、２老健施設、やすらぎ苑、さざなみ苑、大島看護専門学校、

訪問看護ステーション、４居宅介護支援事業所及び医療検診事業を健全に運営していくことが病

院事業局の使命と考えています。 

 不採算部門も多く抱えていますが、事業の運営が常に企業の経済性を発揮するとともに、その

本来の目的である公共の福祉を増進するという法律の趣旨に従ってなされたかどうかについて考

えて事業運営に努めてまいりたいと思います。 

 私の座右の銘は、聖徳太子の「和を以て貴しとなす」と上杉鷹山の「為せば成る、為さねば成

らぬ何事も、成らぬは人の為さぬなりけり」で、この精神で周防大島町民の皆さんの医療・介

護・福祉の安心安全の確保のために努力をいたしますので、議員の皆さん及び町民の皆さんの御

支援、御鞭撻をよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  石原管理者におかれましては、これからもひとつよろしくお願いをいた

します。 

────────────・────・──────────── 

日程第４．報告第１号 

○議長（荒川 政義君）  それでは、日程第４、報告第１号平成２８年度周防大島町繰越明許費繰

越額の報告について、執行部の報告を求めます。中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  報告第１号平成２８年度周防大島町繰越明許費繰越額の報告につい
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て御説明申し上げます。 

 去る第１回定例会におきまして御議決いただきました平成２８年度の繰越明許費につきまして、

歳出予算を繰り越しましたので、お手元に配布のとおり地方自治法施行令第１４６条第２項の規

定により繰越計算書を調製し、報告するものでございます。 

 ３ページにございますとおり、一般会計におきまして繰越限度額５億８,４２６万６,０００円

に対し５億７,８６４万９,０００円を、また５ページの簡易水道事業特別会計は、８,１８０万

５,０００円の繰越限度額に対し同額の８,１８０万５,０００円を、７ページ下水道事業特別会

計は、２億２,３０８万４,０００円の限度額に対し同じく２億２,３０８万４,０００円をそれぞ

れ繰り越しております。 

 事業ごとの繰越額及び財源につきましては、お手元の報告書に記載しておりますので御高覧い

ただきますことをお願いし、報告とさせていただきます。 

○議長（荒川 政義君）  以上で執行部の報告を終了いたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第５．報告第２号 

○議長（荒川 政義君）  日程第５、報告第２号平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計予算

の繰越の報告について病院事業局の報告を求めます。村岡病院事業局総務部長。失礼しました。

石原管理者。 

○病院事業管理者（石原 得博君）  報告第２号、平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計予

算の繰越の報告について御説明申し上げます。 

 平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計予算について、予算の繰り越しを行いましたので、

お手元に配布しておりますとおり、地方公営企業法第２６条第３項の規定により繰越計算書を調

製し、御報告いたします。 

 周防大島町立東和病院資本的支出の建設改良費に計上しておりました周防大島町立東和病院西

棟改修工事について、予算計上額６億８,８７３万８,０００円のうち、３億５７３万５,１２４

円を繰り越しております。 

 これは工事の着工遅れにより、平成２８年度末完成の予定が平成２９年６月完成予定と、工期

延長となったことによるものです。 

 平成２８年度の支払義務発生額、繰越額に充てる財源等についてはお手元の繰越計算書に記載

しておりますとおりですので、御高覧いただきますようお願い申し上げ報告いたします。 

○議長（荒川 政義君）  以上で病院事業局の報告を終了いたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第６．議案第１号 
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日程第７．議案第２号 

日程第８．議案第３号 

○議長（荒川 政義君）  日程第６、議案第１号周防大島町税条例の一部改正の専決処分の承認を

求めることについてから、日程第８、議案第３号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正の専

決処分の承認を求めることまでについての３議案を一括上程し、これを議題といたします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第１号から議案第３号までの専決処分の承認を求める

案件につきまして、一括して補足説明をいたします。 

 まず、議案第１号周防大島町税条例の一部改正についてであります。 

 本議案は、地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２号）、

地方税法施行令の一部を改正する政令（平成２９年政令第１１８号）、地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成２９年総務省令第２６号）が平成２９年３月３１日にそれぞれ公布され、

平成２９年４月１日に施行されたことに伴い、専決処分書のとおり処分させていただきましたの

で、議会の承認をお願いするものであります。 

 主な改正点でありますが、１点目といたしまして、震災等により滅失等した償却資産にかわる

償却資産等に対する固定資産税の課税標準の特例について規定するものであります。 

 ２点目といたしまして、軽自動車税のグリーン化特例について適用期限を２年延長するもので

あります。 

 ３点目といたしまして、軽自動車税の賦課徴収の特例について規定するものであります。 

 それでは改正内容につきまして、新旧対照表により、順次御説明をさせていただきます。 

 １１ページ上段、条例第３３条所得割の課税標準についてでありますが、特定配当等及び特定

株式等譲渡所得金額に係る所得について、提出された申告書に記載された事項その他の事情を勘

案して、町長が課税方式を決定できることを明確化するものであります。 

 １２ページ中段、条例第３４条の９配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除についてでありま

すが、第３３条の改正に伴う所要の規定の整備をするものであります。 

 １２ページ下段、条例第４８条法人の町民税の申告納付、１５ページ上段、条例第５０条法人

の町民税に係る不足税額の納付の手続につきましては、延滞金の計算の基礎となる期間に係る規

定の整備をするものであります。 

 １６ページ中段、条例第６１条固定資産税の課税標準についてでありますが、震災等により滅

失等した償却資産にかわる償却資産等に対する固定資産税の課税標準の特例について規定の整備

をするものであります。 

 同じく１６ページ中段、条例第６３条の２施行規則第１５条の３第３項並びに第１５条の３の
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２第４項及び第５項の規定による補正方法の申出についてでありますが、居住用超高層建築物に

係る税額の按分方法について、現行の区分所有に係る家屋と同様、区分所有者全員の協議による

補正方法の申し出について規定するものであります。 

 １７ページ上段、条例第６３条の３法第３５２条の２第５項及び第６項の規定による固定資産

税額の按分の申出についてでありますが、被災市街地復興推進地域に定められた場合には、震災

等発生後４年度分に限り、所有者の申し出により従前の共用土地に係る税額の按分方法と同様の

扱いを受けるようにするための規定の整備をするものであります。 

 １８ページ中段、条例第７４条の２被災住宅用地の申告についてでありますが、被災市街地復

興推進地域に定められた場合には、震災等発生後４年度分に限り特例を適用する常設規定をする

ものであります。 

 １９ページ中段、附則第８条肉用牛の売却による事業所得に係る町民税の課税の特例について

でありますが、肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例について、適用期限を３年間延長

するものであります。 

 同じく１９ページ下段、附則第１０条読替規定から、附則第１０条の２法附則第１５条第２項

第１号等の条例で定める割合につきましては、法律改正にあわせて改正するものであります。 

 ２０ページ中段、附則第１０条の３新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受け

ようとする者がすべき申告についてでありますが、耐震改修が行われた認定長期優良住宅等に対

する固定資産税の減額を受けようとする者が提出する申告書について規定するものであります。 

 ２３ページ下段、附則第１６条軽自動車税の税率の特例についてでありますが、軽自動車税の

グリーン化特例について適用期限を２年延長するものであります。 

 ２４ページ下段、附則第１６条の２軽自動車税の賦課徴収の特例についてでありますが、これ

は法規定の新設にあわせて新設するもので、軽自動車税の賦課徴収の特例について規定するもの

であります。 

 ２５ページ下段、附則第１６条の３上場株式等に係る配当所得等に係る町民税の課税の特例に

ついてでありますが、特定配当等に係る所得について、提出された申告書に記載された事項その

他の事情を勘案して、町長が課税方式を決定できることを明確化するものであります。 

 ２６ページ中段、附則第１７条の２優良住宅の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲

渡所得に係る町民税の課税の特例についてでありますが、優良住宅の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る課税の特例について、適用期限を３年間延長するものでありま

す。 

 ２７ページ中段、附則第２０条の２特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の町民税の

課税の特例についてでありますが、特例適用配当等に係る所得について、提出された申告書に記
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載された事項その他の事情を勘案して、町長が課税方式を決定できることを明確化するものであ

ります。 

 同じく２７ページ下段、附則第２０条の３条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の町

民税の課税の特例についてでありますが、条約適用配当等に係る所得について、提出された申告

書に記載された事項その他の事情を勘案して、町長が課税方式を決定できることを明確化及び所

要の規定の整備をするものであります。 

 次に、議案第２号周防大島町固定資産税の課税免除に関する条例の一部改正についてでありま

す。 

 本議案は、過疎地域自立促進特別措置法の一部を改正する法律（平成２９年法律第１１号）及

び山村振興法第１４条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令等の一

部を改正する省令（平成２９年総務省令第２８号）が平成２９年３月３１日に公布され、４月

１日に施行されることに伴い、専決処分書のとおり処分させていただきましたので、議会の承認

をお願いするものであります。 

 このたびの改正点でありますが、過疎地域内における固定資産税の課税免除の対象となる事業

について、情報通信技術利用事業を除外し、新たに農林水産物等販売業を追加するものでありま

す。 

 それでは改正内容につきましては、新旧対照表により御説明させていただきます。 

 ３３ページ上段、第１条趣旨についてでありますが、これは法律改正にあわせて改正するもの

でありまして、情報通信技術利用事業を農林水産物等販売業に変更するものであります。 

 続いて、議案第３号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正についてであります。 

 本議案は、地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２号）、

地方税法施行令の一部を改正する政令（平成２９年政令第１１８号）が平成２９年３月３１日に

公布され、４月１日から施行されることに伴い、専決処分書のとおり処分させていただきました

ので、議会の承認をお願いするものであります。 

 このたびの改正点でありますが、低所得者の国民健康保険税の軽減措置の対象を拡大するため、

国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について一部改正するものであり、国民健康保険

税の５割軽減及び２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の引き上げをそれぞれ行うこととな

っております。 

 それでは改正内容につきましては、新旧対照表によりまして御説明いたします。 

 ３７ページ上段、第２３条国民健康保険税の減額についてでありますが、第２号の５割軽減の

対象となる世帯の軽減判定所得を現行２６万５,０００円から２７万円に、第３号の２割軽減の

対象となる世帯の軽減判定所得を現行４８万円から４９万円に引き上げるものであります。 
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 以上が議案第１号から議案第３号までの補足説明でございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。 

 議案第１号周防大島町税条例の一部改正の専決処分の承認を求めることについて質疑はござい

ませんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  今回の改正、専決処分ということで地方自治法１７９条１項の規

定によりということなんですが、この１７９条１項の中で、特に緊急を要するために議会を招集

する時間的余裕がないときというのを適用されて、今回、専決処分されたんだと思います。 

 地方税法等が３月３１日、改正が３月３１日の公布、４月１日の施行だから、時間的に余裕が

ないから専決処分したということだと思いますが、それまでに当然、通達等法改正の準備はして

いるからこそ、今回、４月１日の条例改正ということになったんでありますので、３月３１日に

極端な話、３月３１日に条例改正の議決をとるということは不可能ではないわけでありまして、

条例改正の議決というのは、あくまでも議会の議決というものが原則であって、特に税条例の改

正とかいうことになりますと、住民の皆さんに大きな負担を与える、負担というか影響を与える

ことなんで、議会に諮るのが基本であるというふうに思いますが、その辺のこの時間的余裕がな

かったということの具体的な理由と言いますかね、それをちょっと説明していただきたいと思い

ます。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  当然、条例改正というものは、議会の御議決をいただくのが筋でご

ざいますが、地方税法の改正等の情報がなかなか入手できなかったというところがございまして、

３月の定例会終了までにおいてもなかなかそこが整理できていなかった。その後に整理できて、

ただこれが４月１日の施行ということになりますので、申し訳ないですけれども、専決という形

をとらしていただいたわけでございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  現実問題として、４月１日には改正条例が施行されているわけで

すから、専決処分するにしてもこの６月というのはあまりにも時間がたち過ぎているんじゃない

かなと、４月１日以降、速やかにこの臨時議会を開いて専決処分の報告、承認をするべきではな

かったかなと思いますが、その６月に、今回きょうになったという理由があれば、御説明いただ

きたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  専決をされた議案につきましては、次の議会においてその報告をし、

承認を求めるというふうになっております。ですので、専決の承認を求めるためだけに議会を招
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集ということは、考えられないというふうに思っております。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  専決のための議会が開催できないにしても、条例改正というのは

非常に、さっきも言いましたけど、住民の皆さんに大きく影響することなんで、改正条例の情報

ぐらいは議会なり議員に出して、情報提供として４月１日制定時に速やかに知らせるべきではな

いかと、この６月になってはじめて４月１日の条例改正があったんですよというのを知るような

ことでは、住民の皆さんにも説明ができませんので、その辺そういう情報提供なりをフォローす

る必要があると思いますけど、いかがでしょうか。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  田中議員さんの言われていることはわかるんですけれども、手続と

しては、この次の議会と言いますか、臨時議会が招集されるようになって、その機会にこの専決

をした議案を報告させていただいて御決議いただくというその流れについては間違いはないとい

うふうに思っております。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  田中議員と同趣旨の続きの質疑になりますが、専決処分というの

は議決権の例外であるし、租税法定主義というところから言ってもやっぱり例外的な措置である

べきだと思うんです。例えば、条例をつくるときの技術として遡及効を持たせる、附則などで遡

及効を持たせて、４月１日から事実上はそれを施行していくというやり方というのはとれないも

のなのかどうかをお伺いします。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  議会を招集していただくということについて、直ちにできなかった

場合に、４月１日からの適用する条文でございますので、それを後日、議会にお諮りして遡及適

用をするということになりますと、課税とかしていく作業が、問題がいくつか、できなくなると

いうふうに思います。ですから、４月１日に専決させていただいて、４月１日から課税するにあ

たって、その改正条例を通じてやっていくというふうになろうかと思います。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  そうすると、実際の課税事務が不都合になるということで専決で

ないとできないと、そういうことになるわけですか。課税事務がこの臨時議会の議決、専決では

なくて遡及効を持たせた議決でやるとして、それまでの課税事務が不都合が起こらなければ、今、

部長がおっしゃったものはクリアできるような気がしますけれども、その辺はいかがですか。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  納付書をふるわけでございます。納付書というのは早い時期にふり
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ます。例えば６月の、今回臨時がなかった場合に、６月の定例会で議決をいただくというふうに

なりますと、遡及適用する場合であれば、それまでは当然、条例の効力はないわけですから、発

生しないわけですから、当然、そこの課税の作業はできないというふうに思います。そういうこ

とで遡及適用ではなくて、専決と言いますか、４月１日の施行というふうに適用も含めて持って

いきたいというところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２号周防大島町固定資産税の課税免除に関する条例の一部改正の専決処分の承認を求め

ることについて、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正の専決処分の承認を求めることについて、

質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 これより討論、採決に入ります。議案第１号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより起立による採決を行います。議案第１号周防大島町税条例の一部改正の専決処分の承

認を求めることについて、原案のとおり承認することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は承認することに決定しました。 

 議案第２号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより起立による採決を行います。周防大島町固定資産税の課税免除に関する条例の一部改

正の専決処分の承認を求めることについて、原案のとおり承認することに賛成の議員の起立を求

めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は承認することに決定しました。 

 議案第３号、討論はございませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより起立による採決を行います。議案第３号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正の

専決処分の承認を求めることについて、原案のとおり承認することに賛成の議員の起立を求めま

す。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は承認することに決定しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第９．議案第４号 

○議長（荒川 政義君）  日程第９、議案第４号平成２９年度東和総合支所・教育庁舎建築工事の

請負契約の締結についてを議題といたします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第４号平成２９年度東和総合支所・教育庁舎建築工事

の請負契約の締結について、補足説明をいたします。 

 本案は、去る５月１１日、７社による指名競争入札の結果、周防大島町大字外入の白木産業株

式会社が１億９５０万円で落札をいたしました。その落札価格に消費税の額を加えた１億

１,８２６万円で工事請負契約を締結しようとするものでございます。 

 工事請負契約の内容につきましては、東和総合センターの南側に軽量鉄骨造りの２階建ての庁

舎を建設し、１階を東和総合支所、２階を教育委員会とするものであり、建物の延べ床面積は

６４７.５平方メートルであります。また、外構工事として駐車場の整備等を行います。 

 参考までに、工事の完成期日は平成３０年１月３１日を予定しております。 

 つきましては、周防大島町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例

第２条の規定に基づき、議会の議決をお願いするものであります。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。質疑はございませ

んか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ４点ほどお尋ねをいたします。 

 まず、計画についてですが、東和総合支所、それから教育委員会が入るという予定という御説

明でしたけど、これは教育委員会、いまある東和総合センターの教育委員会がそのまま入るとい

うことでよろしいのでしょうか。 

 それから２番目、入札結果についてなんですが、これ低入札価格調査の結果、落札決定という

ふうになっておりますけど、今回の入札におけます調査基準価格と判断基準額というものがある
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と思いますので、その算定根拠について具体的な数値をもって御説明をいただきたいと。 

 それから３つ目ですが、工事内容につきまして、ちょっと軽量鉄骨ということだけは御説明が

ありましたけど、具体的に工事費の工種別内訳金額とか、例えば、大まかなところでいいんです

けど、仮設工法が幾らとか基礎工事が幾らになるというようなところを御説明ください。 

 それから４つ目、基礎工事についてなんですが、埋め立て地でもありますので、杭基礎が想定

されるんじゃないかなと思いますけれど、その辺の基礎工事と地盤調査をされているんじゃない

かと思いますので、その地質調査の箇所数、それから調査結果の概要について少し詳しく御説明

をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  田中議員からの御質問でございますが、まず１点、計画について教

育委員会がそのまま入ることになった経緯というところでございますけれども、平成２６年度に

教育委員会の中の社会教育課を再編するという検討のほうを始めまして、２７年度より本課のあ

る東和総合センターと３公民館に分散している業務のうち、貸館業務及び定例業務以外を本館に

集約するという組織再編を行いまして、平成３０年度をめどに東和総合センターの中に教育委員

会の正職員を引き上げて、そのかわりに嘱託職員なり、再任用職員を配置する計画をしておると

いうところで、実際に、３０年に入りまして全ての職員が東和総合センターに入るとなれば、総

合センターの中で、入る過程におきまして、１点、従来から東和総合支所が非常に手狭であると

いうところもございまして、当初は東和総合センター自体の改修を予定をしておりましたが、こ

ちらにつきましては、東和総合センターの改修が難しいということで、昨年度行いました調査の

中で、建物を西側に増築するなどいろいろ検討した結果、経済的な効果を考えまして、社会教育

課の職員は総合センターの中に残しまして、先ほど副町長のほうが御説明させていただきました

が、庁舎の南側に新しく庁舎を建設いたしまして、１階には東和総合支所、２階には総務課と学

校教育課を置くことが一番よいという判断をしたところでございます。 

 あと２点目は、ちょっと契約監理課のほうにお願いをさせていただきまして、工事の内容につ

いて軽量鉄骨等の工種別についてというところでございますが、（発言する者あり）工種別には

直接工事費かつ直接の仮設工事から、また外構工事までという形でそれぞれございますけれども、

現段階は仮契約の段階でございまして、この直接工事費の中の金額等について、あるいはその内

容についてはちょっと、情報公開につながる回答につきましては、控えさせていただきたいと考

えておりますが、どうぞ御了承いただければと思っております。 

 ３点目の基礎工事についてでございますけれども、基礎工事につきましては、御存じのように

庁舎建設予定地が埋め立て地であるということから、軟弱地盤の支持力を増して浮沈化を抑える

対策、また液状化対策が必要であるということで、今回の工事では基礎部分に地盤置換工法とい
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う工法を採用しているところでございます。地盤改良工法というものの内容につきましては、建

物の下の土砂を取り除いて、そこに発泡ポリスチレンというＥＰＳというものであるようでござ

いますが、それを敷き詰めることによって地盤と建物のバランスを調整しまして、建物を浮沈化

沈下、建物の沈下だけでなく、また振動や地震、液状化にも高い効果がある工法となっておりま

す。この内容につきましては、昨年度ボーリング調査のほうを実施しておるわけですが、その中

で杭基礎と今回の地盤置換工法を検討いたしておりますけれども、コスト面、安全面におきまし

ても、今回の地盤置換工法がベストだという判断をいたしまして、今回の工法を採用しておると

ころでございます。 

 以上です。（発言する者あり）地質調査の箇所数につきましては、ちょっと調べさせていただ

いてと思います。ちょっとお時間いただければと思います。よろしくお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  調査基準価格の設定ということでございます。低入札価格調査を行

う基準となる価格につきましては、直接工事費の１００％、共通仮設費の９０％、現場管理費の

８０％、一般管理費の７０％をそれぞれ加えた価格を調査基準価格としております。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  最初の計画についてなんですけど、だから東和総合支所と社会教

育課が入ると、ごめんなさい、社会教育課は今の東和総合センターのままそこにいて、総務課と

学校教育課と東和総合支所が新しい庁舎に入るということでよろしいんですかね、はい。社会教

育課の再編ということも今回の庁舎、単純に考えて、社会教育課が分離するというのはちょっと

住民サービスとか行政事務効率化の面でちょっと好ましくないんじゃないかなとは思いますけど。

社会教育課の再編で正職員が、今度、社会教育課本庁に増えるから東和総合センターでは賄えな

いということであれば、そこまで考えるんであれば、何も東和にこだわることはなくて、教育委

員会自体をどこかのほかの空き施設を利用して別の場所に置くとか、そういったことも検討され

るべきじゃないかと思いますけど、その辺の検討も踏まえて、もうそこに東和総合センターと新

しい庁舎を併用するという方法しかないのかどうか、その辺をちょっともう少し詳しく御説明く

ださい。 

 それと２番目の入札結果についてなんですけど、調査基準価格、今回、この１億９５０万で落

札価格というのは、予定価格の７５％程度になりますけど、この２５％の低い金額で契約するん

であれば、落札した企業は、非常に、今後、この差額を埋めるために相当の企業努力が必要では

ないかと思われますけど、間違ってもこの差額が工事の内容に反映されるというようなことがあ

っては、要するに質が低下するというようなことがあってはならないんですけど、町としてその

工事を設計どおりに、設計どおりというか、設計を現場に確実に履行させるための体制をどのよ
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うに考えておられるのか、その辺を御説明ください。 

 それと３番目の工事内容、これは金額は説明できないということなんですけど、でしたら今の

軽量鉄骨の本体工のもう少し詳しい、どんな工法というか構造になるのか、その辺をちょっと説

明していただかないとちょっとイメージがつかめないんですけど、お願いいたします。 

 それから４つ目の基礎工事のとこなんですけど、杭ではなくて地盤置換工法、ＥＰＳ工法で杭

よりもコスト安全面でメリットがあると、優位であるということなんですが、その優位であると

いうもちろん経済比較もあると思いますけど、その辺の結果を具体的な金額等で、杭なら幾ら地

盤置換工法なら幾らというふうに、で地盤置換工法を採用したんですよと、ほかにもメリットは

あると思います。そこを数値で示していただきたいというのと、さっきこの地盤置換工法だった

ら、軟弱地盤・液状化対策について効果があるんですよというふうに言われ説明がありましたけ

ど、そこはやっぱりイメージ、言葉ではなくて具体的な、例えば液状化の安全率とか円弧すべり

の安定計算、その安全率は幾らかというような具体的な数値で示せないと、単に安全ですよと言

うんだけじゃちょっと説明が足りないと思いますので、その辺の補足をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  １点の庁舎の中に再編ということでございますが、こちらにつきま

しては行政改革の一環といいますか、そういったところの効率化でないかということを思ってお

ります。 

 ちょっと２点目を飛ばしまして３点目の工事内容ということですが、軽量鉄骨等２階建てとい

うことでございますが、済いません、屋根構造とかその辺については、ちょっと後ほど資料をそ

ろえましてお答えさせていただこうと思います。 

 先ほどの１点戻りますが、基礎調査の軽量鉄骨造の段階で何カ所地質調査をしたかという点に

つきましては、１カ所での地質調査でございます。 

 そして、基礎工と地盤改良工法との価格差ということでございますが、設計段階で諸費用含め

た全ての形でございますけれども、杭基礎の場合が約２億５,５００万円、あと地盤改良工法で

２億１,６００万円強ということで単純な価格差では約４,０００万円の価格差があるというとこ

ろでございます。安全性というところでございますけれども、ちょっとそこまでの知識が持って

ございませんけれども、総合的に判断しまして、杭工法と地盤改良工法では少なくとも約

４,０００万円の差があるということで十分な優位性があるというところで具体的な、先ほど地

盤支持力計算とか円弧すべりというような話がございましたが、こちらについては、また、私ど

ものほうで資料を閲覧をいただくというような形で答弁にかえさせていただければと思いますが、

よろしゅうございましょうか。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 
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○町長（椎木  巧君）  東和総合支所と教育庁舎の建設が今の東和総合センターの南側に決定す

るまでには、いろいろその経緯をたどって、内部ではいろいろ検討いたしております。今の分散

型の庁舎がずっと合併以後、続いておるわけでございますが、そこで今の教育委員会庁舎が大変

手狭になっておる、これは実は、もともと本来、庁舎ではない総合センター、文化センターとか

公民館とかそういう施設の中に無理やり教育委員会を全て入れ込んだというふうな状況でござい

まして、実はその教育長室なんぞはもともと本来、事務室ではないところをそのように使ってお

ったりというようなこともありまして、それで、いずれ教育委員会のというふうに思っておりま

したが、検討はいろいろ行ってまいりましたが、やはり社会教育課も全て入れて、教育委員会の

庁舎を建てるということになると規模も当然大きくなります。そして、さらにまた東和総合支所

が今、星野哲郎記念館に間借りをしていると言ったらおかしいですが、そのような状況で大変こ

のような手狭になっておるということでございまして、例えば、教育庁舎を別の場所に建てると

いうことも検討いたしました。 

  例えば、日良居地区にあります旧県の保健所跡地のあたりをというふうなことも考えました。

また、久賀地区にどうかということも考えました。いろいろ考えたわけですが、やはりそうする

と、またさらに東和総合支所の庁舎は、また当然、何らかの形にしなければならないというふう

なこともございまして、そしてまた、社会教育課が東和総合センターにいるということは、例え

ば、東和陸上競技場とか周防大島町の体育館とか周防大島町の陸上競技場とかそういう施設の管

理面からいっても東和におることが優勢であるということで、そのような結果、東和総合支所と

教育庁舎を一緒に合築しようという、検討の結果なったわけでございます。それで、当然ながら、

社会教育課も一緒に入る庁舎をつくると、それは教育委員会とすれば、一元的に管理できるとい

うこともあると思いますが、せっかく東和総合センターの中に社会教育課が入るぐらいのスペー

スは、当然、事務室的にあるわけでございますんでそれは残して、そして、できるだけ経費をか

けないという方法を優先したということでございまして、教育委員会の総務課と教育委員会の学

校教育課、そして教育長室等々、それと１階を東和総合支所に合築しようというような形でござ

いまして、１つ言えば、やはりあまり経費をかけたくない、できるだけ経費を安価で抑えたいと

いうことの結果で、その検討の結果がそういうことになったということでございますんで、御理

解をいただきたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  失礼します。先ほどの液状化の安全率という点が御指摘があったか

と思いますが、ちょっと専門的な説明、うまく説明ができませんけれども、ちょっと資料のほう

見つかりましたので御報告させていただければと思います。 

 今回採用しております地盤置換工法は、構造計算書におきまして、万一、液状化が起きても被
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害が建物に及ばないように表層部分の地盤改良で対処するという工法でございまして、建物支持

の低下による液状化後の地盤沈下、基礎に加わる過剰げき水圧による浮き上がりの応用力低減、

または、基礎に接する地盤変形による基礎コンクリートの影響への対策に効果がある工法となっ

ておりまして、ライトフィルターという形で中に水を通すような素材を鉛直方向、下の方向に向

かいまして約１３３.７２平米のライトフィルターを設置いたしまして、そのすき間から水を通

す水圧調整効果については２.０１立米という形になっております。こちらのほうの効果により、

液状化対策には十分な効果がある工法という形の設計であります。 

 また、構造計算書におきましては、発泡剤を敷く前提となります建設予定地の地盤の長期許容

応用力は３７.６７平米、１平米当たり３６.７キロニュートンで積荷重となりますプレハブの設

置圧が３０キロニュートン、また場所によっては、最大で３０キロニュートンの部分があると想

定をいたしましても、十分な基礎力が今の地盤自体でも十分な基礎力があるわけでございますが、

今回の地盤改良におきまして、４３.９４キロニュートンで構造計算をいたしまして建物を建て

るという計算をしております。補足をさせていただきます。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  低入札であった業者が適切に施工するかというところをどうやって

監理するのかという御質問であったかと思います。今日までの話を申し上げますと、低入札調査

ということを行いまして、基本的な判断基準、例えば、企業努力により適切な見積もりに基づく

公正な価格競争の結果であるかどうか。また、工事の手抜き、下請けのしわ寄せ、労働条件の悪

化、安全対策の不徹底等につながるおそれはないかというような、基本的な判断基準に基づいて

の低入札調査を行っております。今後におきましては、当然、監理をコンサルに委託するわけで

ございますので、従来の工事と同様に適切に監理されるものだというふうに思っております。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  これはちょっと数年前の話なんですけど、同じ教育委員会の建築

工事において、指定仮設と任意仮設を町の職員が理解していなくて、指定仮設であるべきところ

を当然、指定仮設として積算してあるものを任意仮設で業者に承認していたということもありま

したんで、工事を担当する職員、委託をするといってもその監理業者も含めて施工業者、それか

らその他の工事関係者、これを全体をマネジメントする技術力と言いますか、力が必要だと思い

ますけど。本当に問題なく現行の体制のままやって問題なく完成させることは可能なのか、俗に

いう、安かろう悪かろうということになったのでは、本町も総合評価入札というのを積極的に導

入しているという、そういった意義もなくなるのではないかと思います。単に、監理業者に委託

しているからそれでオーケーですよという話ではなくて、もとの発注者である町の職員の監理能

力が問われてくると思いますが、その辺の体制について何か配慮があるのであれば、御説明いた
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だきたい。 

 それともう１つ、プレハブという言葉が出ていましたけど、要するに、この本体工事はプレハ

ブということなのかと思いますけど、そのプレハブはどういうふうに決定されたのか。経済比較

であれば、３社見積りとかをとったのかなと思いますけど。その辺について、いずれにしてもそ

の決定したプレハブの本体工、これがメーカーの商品を据えるということになると思いますので、

その辺の保証はあるのかということと、さっきの地盤改良工法についても同じことですけど、こ

のＥＰＳ工法というのが説明では安全であると。当然、そうなんです。計算上も当然安全なんで

しょうけど、その辺の安定性とか信頼性、耐久性とかについての、このメーカーの保証というの

はあるのかどうか、その辺を御答弁をお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  永田教育次長。 

○教育次長（永田 広幸君）  失礼します。軽量鉄骨を選択した理由の部分につきましては、建物

重量が軽くて、工事費が安価あるいは工期が短いという利点があるというところで、設計段階に

おきまして、２社で比較をして１業者のほうを選んだという形のことを聞いております。 

 あと、メーカー保証についてでございますが、１０年保証になっておるということを聞いてお

ります。 

 今回のプレハブの安全性ということでございますが、地盤工法についてどうなのかという点で

の御指摘であろうかと思いますが、この地盤改良工法、具体的には１メーカーの工法ということ

になりますが、今回、採用されております工法につきましては、１９８５年に土木技術として導

入されておりまして、財団法人の日本建築センターの建築技術証明書も取得しておると。また、

国土交通省の工事における新技術情報提供システムにおきましても登録をされておるということ

で、こちらの安全であるというところについては、私どももそれを信頼してこの工法を採用した

というところでございます。どうぞ御理解をいただければと思います。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  特にこの建築につきましては、当然、町の職員の中にそういう高度な建

築に対する能力を有しておる職員というのがほとんどいないという現状でございます。反対に言

えば、また事業が、ずっと建築を担当する職員が仮におったとしても、建築事業がずっとあると

いうわけではございませんし、そういうこともありまして町の中には、例えば１級建築士だとか

構造計算がちゃんとできるとかチェックができるというような職員はあまりいないというのが現

状でございます。そういう中で設計、そしてまた監理等について設計事務所に委託するというこ

とでございます。そのようなことでございますんで、当然私どもはその、設計事務所を集めて指

名して設計を、設計というのは当然、先ほどからいろいろ工法等が出ておりますが、工法を検討

するとか、例えば基本設計は、今、実績を行っていくということを、まず、当然委託をし、設計
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事務所にその設計をお願いする。そしてまた、できたもので入札した後に今度は施工がきちんと

いけるかということを監理する、この能力も当然、町の職員にそういう工事を監理する能力があ

る職員というのが、当然いませんので、それをまた今度は設計事務所に監理を委託するというこ

とでございますので、当然のことながらその設計事務所を指名し、そしてまた入札をするわけで

すから、その段階でその能力のある設計事務所を指名しているわけでございます。その中で競争

入札をし、設計事務所を決定しているわけでございますから、当然のことながら設計事務所を信

頼するということになるわけでございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 これより討論を行います。討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより起立による採決を行います。議案第４号平成２９年度東和総合支所・教育庁舎建築工

事の請負契約の締結についてを原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 暫時休憩をします。 

午前10時39分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午前10時51分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第１０．議案第５号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１０、議案第５号平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路施

設整備工事第１工区の請負契約の締結についてを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第５号平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路施

設整備工事第１工区の請負契約の締結につきまして、補足説明をいたします。 

 本案は、去る５月１１日に、１２社による指名競争入札の結果、周防大島町大字森８９０番地

の有限会社木村建設が、１億２,５１２万６,４００円で落札いたしました。その落札価格に消費

税の額を加えた１億３,５１３万６,５１２円で請負契約を締結しようとするものでございます。 
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 工事概要につきましては、参考資料にお示ししているとおり、町道平床岩磯線と町道大寿賀横

田線の交差点から三蒲漁港東浜地区入り口付近までの４９５メートルの区間において、推進工

４８８.５メートル、開削工４４７.９メートルにより、下水道管の布設を施工するものでござい

ます。 

 なお、参考までに、工期は契約の日の翌日から平成２９年１２月２０日までを予定しておりま

す。 

 つきましては、周防大島町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例

第２条の規定により、議会の議決をお願いするものでございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。質疑はございませ

んか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  指名が１２社で、そのうち３社が無効、あと全部辞退ということ

で、結果的に１社で入札ということになっていることについて伺います。これをちょっと見ただ

けで、大変珍しいケースのように私は思うんですが、その辺についてどうなのか、これはよくあ

ることなのか、伺いたいと思います。 

 この無効の３社について、その無効の原因をそれぞれについてお伺いします。周防大島町建設

工事等競争入札心得（郵便入札）というものの中に入札の無効というのがあって、１１項目の無

効理由というのがあります。これとは別に、やっぱり周防大島町のホームページの中に、入札の

無効についてというのがあって、これには１３項目の無効の原因があるんですが、さっき伺った

ら、これ以外には無効の原因というものはないということなんですが、この中の無効の原因につ

いて、それぞれの無効の原因についてお答えください。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  この制度でいくと、１社だけ残って、そこが落札というのはなかな

かないものだとは、今回はまれな形だろうと思います。 

 それで、無効の理由でございますが、３社とも無効の理由は同じものでございます。 

 入札をされまして調査基準価格というものがございます。調査基準価格をまたそれに９２％で

すか、９８％を掛けて判断基準額としておりますが、この判断基準額を下回った入札については

無効というふうになっております。３社とも、これが理由でございます。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  この予定価格以外にそういう計算方法があるということのようで

すが、これはこの取り決め、心得ですか、心得で言えば何項目めにあたるわけでしょうか。 

 それから辞退の８業者ですが、この辞退の原因というのは様式２号で、辞退届の様式の中には
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辞退の理由は書かないようになっているんで、そちらでは把握していないとお答えになるでしょ

うけれども、しかし、この順番、右のページの木村建設以下の順番でいくと、先ほど部長がおっ

しゃった無効になった原因以下の業者、入札価格的にも以下の業者ということになるわけでしょ

うから、辞退というのは、それに呼応したといいますか、関連したというか、そういうもので辞

退したんではないかというふうにも考えられるんですが、それはどういうふうにお考え、辞退の

届が出されたというのはどういうふうにお考えなのか伺います。 

 それと３つ目には、結果的にこういうふうに１社で入札した結果になったということは、やは

り指名競争入札、競争性を持たせて契約をする、落札をするという、その契約の大事な柱が阻害

されたことになると思うのですが、それはどういうふうにお考えでしょうか。例えば、結果的に

１社になった理由の中に、今、部長が説明されたそういう一定の基準に合致しなかったというこ

とで、その基準そのものが見直されるべきものじゃったんじゃないかと。それによって、この競

争性が失われてしまったということはお考えにならないのか、その辺は町長として、どういうふ

うにこの指名競争入札であるにもかかわらず、結果的にその競争性が失われた結果の契約になっ

たということについては、どういうふうにお考えなのか伺います。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  まず、無効の理由といいますか、これは低入札価格に関する事務取

扱というものに規定される、これに基づいて無効というふうになっております。 

 それと、辞退の理由でございますけれども、これは都合により辞退ということ、それ以上のも

のは私どもは把握はしておりません。 

 それと、競争性につきましてですが、決してこの総合評価方式が競争性を欠くものであるとい

うふうには思ってはおりません。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  そうすると、この無効の原因といいますか、理由についてはホー

ムページ、それから心得以外に取り決めがあるというふうになりますけれども、それは、この業

者の方たちには示していることなんでしょうか。その上でこういう結果になっているのかどうか、

その辺を伺います。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  業者は承知しております。 

○議長（荒川 政義君）  ほかにございませんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  今回の入札結果について、これはホームページで公表されている

総合評価入札方式に関する評価調書というものがありまして、これによる入札結果を見ますと、

落札業者以外の無効の業者はそれぞれ１５万円から２０万円の差で無効に、差でというか差があ
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ったために判断基準額をですかね、その低入札価格の判断基準を下回るために無効となったとい

うふうに受けとめておりますが、その入札調査基準価格と判断基準額を定めた低入札価格調査制

度というものがありまして、これがことしの４月１日付で改定されているわけですが、改定され

たことによって直接工事費、調査基準価格の算定における直接工事費に対する割合が変わってお

りますが、ここを改正された理由をちょっと御説明いただきたいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  県に準じたものになっております。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  県に準じたということは、県の基準で昨年度までは９５％だった

ものが今回１００％に県の基準も変わっているということですが、この５％の差というもので判

断基準額が４００万円ぐらい、今回のケースで言えば４００万円ぐらい上がったということにな

りまして、それはそのときの基準ですから、それは公平性は保たれていると思いますけど、例え

ば、昨年度の９５％の基準で言えば、この無効になった３社も当然同じ舞台で評価されるべきも

のだったということで、総合評価のもともとの趣旨は、価格だけではなくて品質に対する期待、

期待というかその効果も含めて総合的に評価しようというものなんで、その２０万円、１５万円

から２０万円の差で、その評価される舞台にも乗れない、非常にこの基準の改正というようなも

のがシビアなものになってくると思いますけど、そういったことを考えると、その５％の改正と

いうものを今回変えて、全くその１５万円低い価格であるからその品質に対する効果が期待でき

ないというのは、もともとの総合評価落札制度を導入した趣旨と矛盾するんじゃないかなという

ふうに思います。その辺のことも含めてこの制度改正、もちろんその地方自治体独自で改定して

いくもので、県の基準に準じなければいけない、県が改正したから町も改正しなきゃいけないと

いうものじゃないんで、その辺の町の制度導入の趣旨と合わせて、やっぱり客観性とか透明性を

高めるための第三者機関を設けて、客観的に、単に県が変えたからというんじゃなくて、９５％

を１００％に変えるという、そこの論理的根拠を説明できるようにしてもらわないと、この制度

への理解も深まらないというふうに思っておりますが、その辺の、例えば入札監視委員会とか、

この制度のあり方とか、低入札価格調査というもののあり方も含めて、その辺の検証をする第三

者機関の設置というものが必要ではないかなというふうに思っておりますが、その辺についてお

考えがあれば、御答弁をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  総合評価方式を含めて非常にこの制度がシビアな入札制度に今なってき

ております。御存じのように、指名競争入札の中でも極端に言えば、１円とか１０円とか

１００円とか１,０００円とかの差で、落札、不落札が決まっているというふうな、ものすごく
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精度の高い見積もりをしなければ落札に至らないという状況が続いております。 

 今回のこれは総合評価方式でありますが、総合評価方式の調査基準さらには、その判断基準は

そのパーセンテージで判断基準を下回った場合は無効となるというこの制度自体は、ここに指名

されておる業者さんは全て十分な理解が進んでおると思っております。 

 そして先ほどから、その制度が改正されたということでございますが、県に準じてということ

でございますが、実は、これは業者にとっては落札額が上がるというほうに働いておる制度でご

ざいます。ですから、業者さんにとってはむしろ、早く県に準じていただきたいというのが業者

のほうからの、県に対して、まず、協会自体がこの基準を上げてくれ。県はそれによってできま

したら、当然町内の業者さんも県の工事に入る業者もたくさんおるわけでございますから、県は

ここまでやっていただいちょるんじゃから、ぜひとも早く町も県に準じてほしいということは、

ずっとあるわけでございます。ですから、この判断基準はパーセンテージですが、これらは全て

十分な理解を進めて、進んでおる中での入札制度だというふうに思っております。 

 そこで、先ほど言いましたように、ものすごく精度の高い見積もりを行わないと競争に勝てな

いという状況でございまして、例えば、安かったら安かったでというか、予定価格より低ければ

低いほど、当然、落札の可能性は高いということになりますが、今度は反対に、ある基準以下に

なると無効になるということでございますから、本当にその基準の額すれすれをきちんと精査し

て見積もりをしなければならないということでございます。そういうことですから、当然、無効

がどんどん出てくるということも、それはそれぞれの業者さんの見積もり精度のことによるとい

うことだろうと思っておるところでございます。今、質問がありましたような入札を、この制度

についてもっと第三者機関で議論をしてはどうかということでございましたが、制度自体は、も

のすごくこれはもう理解がずっと進んでおって成熟しておるというふうに私は思っております。

ただ、すごくチキンレースというふうな状況が続いておる、これ自体は私どものほうでどうこう

するちゅうことじゃなくて、制度自体がそういう制度になってきておるということでございます

んで、御理解をいただきたいと思います。 

 それともう１つ辞退のことでございますが、辞退自体は、どのような理由で辞退をされても、

次の指名とか次の工事に影響を及ぼさないというのが方針でございますので、例えば今、手持ち

の工事が多いから入札参加しない、辞退をするということもあると思います。いろいろな要素が

あると思いますので、この辞退の内容については、それぞれの指名業者さんの判断であろうとい

うふうに思っているところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  業者からの要望は要望として、やはり行政としての公共性という

ものはきちっと担保というか、保たなければいけないと思っておりますので、そういった総合評
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価制度を導入したという趣旨をきちっとわきまえてというか、実現できるように取り組んでいた

だきたいと思いますけど、ちょっと補足というか、説明をもう２点ほどお願いしたいんですが。

この低入札価格調査結果は、低入札価格に関する事務取扱規程の８条によれば、結果は、低入札

価格であって問題ないよという結果は、町の指名審査会に報告するものとするというふうになっ

ておりますが、その調査結果をどういうふうな形で報告をされたのか、いつ、どのような形で報

告されたのか、議事録等はあるのか、その辺を御答弁をお願いいたします。 

 それともう１点、工法についてですけど、図面がついておりますが、これはこの図面で言うと、

下の東浜北から東浜南への管路、本管を布設するにあたってこの本管はポンプアップで送るとい

う本管で、この工事じゃないんですけど県のほうで行うと。その前段としてその本管のマンホー

ルポンプへ自然流下で落とすための東浜南側から東浜北側、図面の上から下側への自然流下で東

浜北側のマンホールポンプに集めるという二重の管路になるというふうにお聞きしておりますけ

ど、その辺で間違いないのか。そして、その二重の管路になるという非常に何か素人が考えると

不経済な感じもするんですが、その二重に管路にすることを、例えばマンホールポンプを東浜南

側とか、間に１カ所とか、そういった形で増やして自然流下を管路を減らすという方法もあるの

ではないかなと思いますが、その辺の経済比較がされた上での設計であるのかどうかということ

だけ簡単に御答弁をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  それでは、田中議員さんの御質問にお答えいたします。 

 まず、今回の施工区間におきましては、この図面にはございませんけど、立て坑、要するにマ

ンホールを９基構築いたしますが、このマンホールに各家庭からの汚水を接続するための管渠を

開削工により布設いたします。そのマンホールに集まった汚水を推進工により布設した管渠によ

り、町道平床岩磯線と大寿賀横田線の交差点に、これは県が布設いたしますけど、そのマンホー

ルに自然流下で集めて、そのマンホールから処理場の方向へポンプより圧送するというものでご

ざいます。この圧送管につきましては、県が布設するというものでございます。 

 それとマンホールポンプにつきましては、地形や自然流下方式、圧送方式等いろいろございま

すけど、事業計画の段階において、この区間全体を配置箇所を基本として、周辺現況等を考慮し

て設置できる箇所に設置する計画としております。その際には、イニシャルコスト及びランニン

グコスト、いわゆるトータルコスト等の検討を行いまして、マンホールの位置を決定していると

いうことでございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  前段で、この総合評価方式の入札方式のことであろうというふうに私は
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感じたんですが、公平性が保たれておるかということでございますが、これは、公平性はきちん

と保たれておるというふうに思っております。また、総合評価方式の趣旨をわきまえてというこ

とでございましたが、当然のことながら、総合評価方式を採用しておるということについては、

総合評価方式の趣旨をわきまえて、今、実施をしておるということでございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。中村総務部長。 

○総務部長（中村 満男君）  調査結果の報告でございます。５月１５日に報告をされております。

議事録につきましては、合議制ということで議事録は残しておりません。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。吉田議員。 

○議員（６番 吉田 芳春君）  低入札調査結果、落札ということで決定しておりますけれども、

要するに、この金額でやりますよということで、入札した後に変更契約と、増額の変更があると、

なされているような傾向が多々見受けられますので、今後はまた増額変更等については慎重に対

応をお願いしたいと思います。（発言する者あり） 

○議長（荒川 政義君）  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 これより討論を行います。討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより起立による採決を行います。議案第５号平成２９年度久賀・大島処理区（三蒲）管路

施設整備工事第１工区の請負契約の締結について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立

を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

○議長（荒川 政義君）  以上をもちまして、本臨時会に付議された案件の審議は全て議了いたし

ました。 

 これにて平成２９年第１回周防大島町議会臨時会を閉会いたします。 

○事務局長（舛本 公治君）  御起立願います。一同、礼。 

午前11時17分閉会 

────────────────────────────── 
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